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１．研究の背景と目的

　インクルーシブ教育における多様な学びの場とし
て，聴覚障害児においては特別支援学校（聾学校），
難聴学級，難聴通級指導教室があり，個々の子どもの
実態に応じた教育環境が整備されつつある。学校教育
法では障害種ごとに特別支援学校の就学基準を定めて
おり，聾学校での教育の対象は「両耳の聴力レベルが
おおむね60デシベル以上のもののうち，補聴器等の
使用によっても通常の話声を解することが不可能又は
著しく困難な程度のもの」としている（文部科学省 , 

2002）。しかし，聾学校の就学基準に該当する聴覚障
害児であっても，通常の小学校に就学する事例が増加
している（岩田 , 2012）。この点について，安田・濵
田（2012）による聴覚障害児の学校選択に関する調査
では，音声コミュニケーションの可否を第一の基準と
し，重複障害の有無や言語力などが，就学先を決定す
る際の判断基準となっていることを指摘している。
　通常学校に入学した聴覚障害児においては，聴覚障
害による聞こえにくさを起因とした困難が生じやす
い。例えば，音声情報が主となる授業の内容理解が挙
げられる。このような困難については，障害に対する
理解を得た上で適切な教育的支援が行われることで，
健聴の児童と同等の学習を可能にし，聴覚障害児が社
会で生きていくための力を身に付けることにつながる
と考えられる。しかし実際には，障害についての理解
を得にくい状況にあることや，支援の不足および不十
分な環境整備が課題として挙げられ，通常学校におけ
る学習環境は十分であるとは言いきれないことが，先

行研究によって明らかにされている（岩田，2007）。
このような状況を受けて上農（2003）は，学習環境が
不十分であるという視点から，聴覚障害児が通常学級
で学ぶことに関しての見直しが必要であることを指摘
している。
　通常学校で学ぶ聴覚障害児の数は増加傾向にある。
文部科学省による報告（2018）では，通常の小学校に
通い，難聴通級指導教室に在籍している聴覚障害児は
1995年には 1,077人であったが，その数は年々増加し
ており2017年には 1,750人となった。これらの児童の
他に，難聴学級や通級指導教室に籍をおかずに，通常
学級のみに在籍する聴覚障害児も潜在する。平成29
年度の全都道府県の小学校における児童数はおよそ
645万人であり（文部科学省，2017），厚生科学調査
（三科，1999）による難聴児出生率（0.15％）をもと
に小学校段階の聴覚障害児の概数を算出すると，およ
そ 9,670人となる。この数から聾学校在籍者および難
聴学級，難聴通級指導教室在籍児数をのぞくと，およ
そ 3,740人となる。すなわち，聴覚障害児のうち約
40％の子どもは，特別な教育や支援を受けずに通常
の小学校で学んでいること，半数以上の聴覚障害児が
通常学級に在籍していることが予想される。多くの聴
覚障害児が通常学級で学んでいることが想定される
が，聴覚障害児に対する教育的支援については，様々
な知見が積み重ねられている途上の段階にある。
　一方で，通常の小学校に就学した聴覚障害児が中学
校，高等学校段階で聾学校への入学および転学を決定
する事例がみられる（鶴岡・石川・白井・増田， 
2013）。また，軽度難聴レベルで聞き取りが可能な人
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工内耳装用児においても，通常学校での学習の難しさ
を考慮して聾学校への進学を希望する例が報告されて
いる（荒木，2010）。草薙・四日市（1997）は，通常
学校に就学した聴覚障害児が中学校，高等学校段階に
おいて聾学校への入学を選択する理由として，学力，
コミュニケーションの問題などが挙げられると述べて
いる。また，通常小学校に在籍する聴覚障害児の学級
適応について検討した安田・濵田・大鹿（2012）で
は，通級指導教室の教員は，児童に学力の遅れがみら
れる場合，小学校卒業後の進路選択において聾学校へ
の進学を検討するということが示された。上記の研究
では，いずれも小学校や中学校で何らかの不適応を起
こし，通常学校に在籍することが難しくなったという
消極的な理由で，聾学校への転入学を決定することを
指摘している。それに対し，通常学校から聾学校への
進学を決定したケースの中には，将来を見据え，聾学
校の小集団の中で丁寧な指導を受けることを希望する
という本人や保護者も存在する。現在では，聴覚障害
児の大学進学を目指して設置された聾学校や国立大学
の附属学校などで，学力向上や保障への取り組みを重
視しており，聾学校からの大学進学者数も増加傾向に
ある。聴覚障害児における進路選択には様々な要因が
考えられるが，その実態はまだ明らかにされていな
い。
　以上のように，通常学校に在籍する聴覚障害児の増
加に伴い，通常学校での教育的支援の充実が一層求め
られる状況にあると考える。特に，特別支援教育体制
の整備とインクルーシブ教育への転換が進む現在，聴
覚障害児の就学，進路決定，支援方法等に関する現状
の課題を整理し，今後に向けての改善の方向性を検討
することは重要な課題である。本研究では，聴覚障害
児を取り巻く，医療，教育，および社会体制の現況に
ついて先行研究を概観し，通常学校に在籍する聴覚障
害児への教育的支援の在り方に関する研究課題を展望
することを目的とする。

２．障害の発見と早期教育の現状

２．１　聴覚障害の早期発見ならびに早期教育
　岩田（2009）は，聴覚障害の早期発見や早期教育の
開始，補聴器の性能向上および人工内耳装用児の増加
によって，通常小学校に在籍する聴覚障害児が増加し
ていることを報告している。
　聴覚障害の早期発見が可能となった背景には，新生
児聴覚スクリーニング検査の普及が挙げられる。新生
児聴覚スクリーニング検査は，1998年度に厚生労働

省によりモデル事業として開始された。これによっ
て，聴覚障害の有無が出生直後に診断でき，聴覚障害
の確定診断についても早期に可能になった。現在，新
生児聴覚スクリーニング検査の実施率は87.6％であ
り，公的支援を受けた検査費用の全額補助による実施
率のさらなる向上を目指し，体制の構築を求めている
（日本産婦人科医会，2017）。
　早期教育に関しては，聾学校において聞こえない，
あるいは聞こえにくい乳児を対象とした教育相談を
行っている他，民間の療育施設においても聴能・言語
訓練を主とした指導などが実施されている。言語獲得
には早期からの教育が重要であり，内山・徳光（2015）
は，0歳より療育を始めることで就学時期の聴覚障害
児の言語性 IQは，同年齢の健常児平均レベルより上
回ることを報告した。安田・濵田による研究（2012）
においても，言語力の高さが聴覚障害児の学校選択に
密接に関係することが報告されている。このように，
新生児聴覚スクリーニング検査による聴覚障害の早期
発見と，それに伴う早期教育の開始，そして早期教育
による音声言語習得の促進が，就学先として通常小学
校を選択する聴覚障害児の増加に影響していることが
推察される。

２．２　人工内耳装用児の増加
　1990年代までは，小児における人工内耳装用者は，
人工内耳装用者全体の20％ほどであり，成人と比較
するとその数は少なかった。しかし，1998年に日本
耳鼻咽喉科学会が定めた人工内耳手術のガイドライン
において，小児における手術の適応基準が決められた
ことや，術式の進歩，ハビリテーション体制の充実な
どによって人工内耳の効果が示されたことで理解が深
まり，小児の手術数も1990年代以降増加の傾向にあ
る（河野，2015）。その後，二度のガイドライン改訂
を経て，手術の適応年齢が 1歳以上と低年齢化したこ
と，更には両耳装用についても言及していることか
ら，早期からの人工内耳装用および両耳装用により聞
こえを獲得する聴覚障害児がさらに増えていくことが
予想される（森，2015；岩田，2015）。しかし，人工
内耳により音声入力が可能になり，音声言語を習得し
た聴覚障害児においても，聞こえにくさに伴う困難は
生じる。例えば林（2012）は，人工内耳装用児におけ
る障害認識を含めたアイデンティティ形成の問題を指
摘しており，通常学校に在籍する人工内耳装用児にお
いては言語習得や学力以外の発達的側面についても慎
重に検討すべきであると考えられる。
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３．教育制度の転換と支援の在り方

３．１　聴覚障害児のインテグレーション
　聴覚障害児の通常小学校への就学（以下，インテグ
レーション）は，昭和40年代より行われてきた（鷲
尾，2002）。この時期の聴覚障害教育は，聴覚活用に
より音声言語を身に着けることが重視され，聴覚口話
法による教育がなされていた。南村（2001）は，保護
者の熱心なかかわりにより音声言語を身に付けた子ど
もが，健聴者が多数を占める社会で生きていけるよう
になってほしいという保護者の思いで地域の小学校に
就学していたと述べている。一方，インテグレーショ
ンした聴覚障害児への「指導と援助」に関する課題も
少なくなく，インテグレーションそのものを容易に行
うことに対する懸念もあった（鷲尾，2002）。例えば，
南村（2001）は小学校生活における課題として，情報
保障とコミュニケーションの 2点を指摘している。ま
た，長谷川・菊池・竹中・斉藤・佐々木（2001）によ
るインテグレーションを経験した大学生を対象にした
アンケートでも，同様に「授業がわからなかった」，
「友人関係がうまくいかなかった」の二つの回答が多
く挙げられており，音声情報が主となる授業内での情
報保障が乏しいことや，健聴の児童生徒とのコミュニ
ケーションがうまく取れなかったことに起因すると指
摘している。さらに羽田野（2010）は，情報保障がな
い環境では，聴覚障害児は口の動きから話の内容を理
解することを求められていたが，常に話者の口元に集
中することは難しく，大勢の児童がいる学級内では理
解がより困難となることを指摘している。このような
状況に対し，聴覚的情報を視覚的情報に変換するとい
う情報保障による支援が一部の学校で実践され，
2000年代になってようやく普及されつつあることを
述べている（羽田野，2010）。

３．２　現在の通常小学校に在籍する聴覚障害児
　障害者の人権を健常者と同様に保障するというノー
マライゼーション思潮の広がりの中，1994年にはサ
ラマンカ声明が提示され，障害のある子どもも通常学
校でともに学ぶことを示したインクルーシブ教育の推
進が唱えられた。日本では2006年に改訂された学校
教育法に特別支援教育が位置づけられ，その充実化を
もってインクルーシブ教育の推進を図っている（文部
科学省，2012）。また，社会における障害者への見方
も変容し，障害者の社会参加を可能にするために，バ
リアフリーなどの考え方も浸透してきた。通常学校に
おける障害児童生徒への受け入れや配慮に関する考え

方にも変化が起き，今では障害のある児童生徒も通常
学校で共に学ぶという考え方も一般的となりつつあ
る。このような時代背景の中で聴覚障害児の保護者
は，聴覚障害のある子どもの人権が健聴の児童と同様
に認められることを求め，周囲が聴覚障害児に合わせ
ること，十分な情報保障がなされることをインテグ
レーションの目的とした（南村，2001）。そして，そ
の目的を達成するために，教育現場や行政に対し通常
学級に在籍する我が子に必要な支援やそのニーズを伝
えることが一般的となっている（鷲尾，2002）。岩田
（2009，2015）は，通常学級に在籍する聴覚障害児の
保護者を対象に，教育的支援のニーズについての一連
の検討を行っている。2009年度と2014年度に同様の
調査を行ったところ，2014年度に行った調査ではニー
ズを求める回答がより多くみられた。この結果より，
教育制度の変遷が，教育的支援を求めることに関する
保護者の意識に影響を及ぼし，聴覚障害のある我が子
への支援を希望する気持ちが強くなっていることを指
摘している（岩田，2015）。また，教員をはじめとし
た周囲の人々の理解も進んだことで，先述した情報保
障をはじめとした様々な支援方法が考案され，徐々に
周知されてきている。しかし支援者が感じる負担の重
さなどにより実施にはいたらない例も多いことから，
岩田（2015）は，担任教員はニーズに対して負担感を
考慮した上で，実現可能な範囲でどのように支援を
行っていくかということを考えていく必要があること
とともに，学校における教育支援体制を確かなものに
していく必要性を指摘している。こうした状況の中
で，2016年に障害者差別解消法が施行され，学校教
育においても，基礎的環境整備をもとにした合理的配
慮の必要性が示されている。井上（2015）は，それぞ
れの学校における基礎的環境整備の状況により，提供
される合理的配慮にも違いがあることを述べており，
支援に対する学校の意識の差異が大きいことや，全て
の聴覚障害児に望ましい支援が保障されていないこと
が推察される。

３．３　高等学校における特別支援教育との関連
　小学校・中学校で難聴通級指導教室や難聴学級に在
籍するほとんどの聴覚障害児は，通常の高等学校ある
いは聾学校高等部のいずれかを選択することとなる。
しかし，通常の高等学校では難聴学級や難聴通級指導
教室が設置されていないため，聴覚障害児に対応した
支援の継続が不十分になることも少なくない。平成
30年度より高等学校での通級による指導が制度化さ
れることなったが，試行的実践例や知見は非常に少な
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く，実施に向けて依然として不十分な状況にあるとい
えよう。この点について岩田（2014）は，高等学校に
おける支援体制の構築の遅れや，教員の特別支援教育
に関する専門性の不足について課題があることを指摘
している。また，障害者差別解消法の施行に伴い合理
的配慮の実施が義務付けられているが，高等学校にお
いては通級の実施と同様に，合理的配慮の実施も大き
く後れを取っていることが予想される（下中村 , 

2018）。通常学校に在籍する聴覚障害児の増加から，
高等学校への進学を希望する聴覚障害児についても増
加することが予想され，聴覚障害児における高等学校
進学に際しての教育的支援の観点を含めた学校選択な
らびに高等学校における教育的支援についての検討が
必要であると考えられるが，本格的な検討までは至っ
ていない状況にある。

４．保護者の生活変化

４．１　情報収集の在り方
　1990年代以降，インターネットや携帯電話が普及
し始め，情報へのアクセスが容易な社会へと変化して
きた。聴覚障害に関連する情報についても，以前は病
院や聾学校といった専門機関から直接得ることがほと
んどであったことは想像に難くないが，現在では個人
によって種々の情報を瞬時に得ることが容易になっ
た。また，ホームページやブログ，SNSなどを通した
当事者交流もある。身近に当事者仲間がいないという
聴覚障害のある子どもを持つ母親も，当事者交流を目
的にインターネットを利用している様子がみられる。
このような中で聴覚障害児を育てるための教育方法や
進路の選択に際して，保護者が主体的に収集した情報
に基づいて意思決定を行うことが可能になってきてい
る。今後「SNS世代」と呼ばれる世代の保護者が増加
することで，聴覚障害についての情報をインターネッ
トで得ることはますます一般化することが考えられ
る。一方でインターネット上の情報を元に意思決定を
行うことについての問題も生じることが危惧され，よ
り正確で有益な情報の提示と選択が課題となる。

４．２　家庭環境の変化
　1990年代後半より共働き家庭の世帯数は増加して
おり，現在は専業主婦のいる世帯数を上回っている
（厚生労働省，2018a）。また，子どものいる世帯数は
減少しているものの，ひとり親家庭の世帯数について
はこの10年間140万世帯ほどで推移している（厚生労
働省，2018b）。

　地域の通常学校に在籍する児童の通学はほとんどが
徒歩圏内であり，放課後に学童保育を利用する例も多
い。一方，聾学校に在籍する児童においては，電車な
どの公共交通機関などを利用した通学が主であり，小
学生とりわけ低学年の間は保護者の付き添いが必要な
場合も多い。放課後も従来の学童保育が使えない状況
にあり，一部の地域で聴覚障害児を対象とした放課後
等デイサービスが設立されたばかりである。そのた
め，共働き家庭やひとり親家庭においては，通学や放
課後の過ごし方といった側面から，学校選択について
考えなければならない状況におかれている。

５．考察―今後の研究課題―

　本研究では，通常小学校に通う聴覚障害児の教育的
支援を検討するにあたり，通常小学校における聴覚障
害児の在籍数増加の背景を概観する中で，教育的支援
に関連する先行研究を展望した。教育制度の変遷とと
もに聴覚障害児への教育的支援に関する様々な検討が
進む中で，従来からの課題ならびに新たな課題のある
ことが明らかとなった。以下では，先行研究を踏まえ
た今後の研究課題について考察する。

５．１　聴覚障害児の障害認識と教育的ニーズ
　聴力の程度が重度の聴覚障害児であっても，早期か
らの補聴機器の活用と指導によって聴覚活用が可能と
なることで，聴覚障害が“軽度化”している現状があ
る。乳幼児期からの聴こえの保障によって「聞こえて
いるから自分は大丈夫だ」という意識が強くなり，自
身の聴覚障害について適切に理解しにくい子どもが増
えつつあることが予想される。しかし，障害の程度が
軽いものであっても，通常学級での障害による困難に
は避けられないものもある。原・岩田（2010）は，健
聴児とともに学校生活を送る上で，聴覚障害児自身の
障害認識が欠かせないと指摘している。また，岩田
（2015）においても聴覚障害児の教育的支援を効果的
に行うためには，聴覚障害児自身が障害について理解
し，支援を周囲に伝えるという社会的，対人的スキル
を身につけることが大切であると述べられている。こ
れらの先行研究より，自身の障害について適切に理解
し，その上で教育的支援のニーズについて周囲に伝え
られる力を育てることが望ましいと考えられる。聴覚
障害児自身の支援に対するニーズについては，成人当
事者が“過去”を振り返る形で検討がなされている
（長谷川ら，2001）。しかし，実際に小学校に在籍して
いる聴覚障害児を対象とした検討は少なく，“現在の”
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当事者における教育的ニーズの実態については把握で
きていない。より効果的な教育的支援を考える上で，
障害認識が関与することを考慮すると，今現在小学校
に在籍している聴覚障害児を対象にした，障害認識の
観点を含めた当事者の教育的ニーズに関する研究が必
要であると考える。

５．２　保護者の教育的ニーズ
　小学校入学に際しては，学校選択を行うのは保護者
であり，保護者が教育的支援のニーズを学校に伝えて
いる（鷲尾，2002）。聴覚障害児を通常の小学校に通
わせている保護者の教育的支援のニーズに関する調査
（岩田，2015）では，授業内での配慮を強く求める一
方で，情報保障に関連する配慮では支援を求めにくい
現状があることが示唆されている。幸田・澤・新海
（2018）は，小学校における難聴通級指導教室の教員
を対象に聴覚障害児支援についてのアンケート調査を
行った結果，在籍校および担任教員にかかる負担が大
きい支援については，その実現可能性の低さから保護
者からの要望も低くなることを明らかにした。先述し
た岩田（2015）の研究と合わせて考えると，保護者に
は教育的支援に関する潜在的な要望があることが推察
されるが，その実態は不明な点が多い。合理的配慮の
観点から，保護者の潜在的な要望やニーズを学校に伝
えていく必要があり，その実現性について合意形成を
図る必要がある。社会状況の変化および教育制度の変
遷により，障害者からも声を出しやすい社会へと徐々
に変化しており，今後は保護者においても支援を求め
やすくなることが推測される。それ故，このような保
護者の潜在的な要望について検討したうえで，聴覚障
害児への教育的支援について合理的配慮の観点から改
めて整理する必要があるといえよう。

５．３　�小学校から高等学校まで一貫した通常学級で
の教育的支援

　インクルーシブ教育は，障害のある子どもも通常学
校で学ぶことと，またそのために必要な支援を行って
いくことを前提としている。しかし，情報保障などの
充実により望ましい支援を求めて聾学校への進学を決
定する子どもが存在することからも，インクルーシブ
教育の体制が十分に整っていないということが指摘で
きる。実際に，聾学校へ転校した聴覚障害児について
の調査では，転校した理由の一つに，通常学校での支
援の厳しさがみられたことが報告されている（鶴岡
ら，2013）。今後，インクルーシブ教育の進展に伴っ
て，通常学校で学ぶ聴覚障害児の増加と，個々の実態

についての多様化が進むことが予想される。さらに，
通常小学校に在籍する聴覚障害児数の増加に伴い，通
常の中学校，高等学校に進学する聴覚障害児も増加す
ることが予測される。それ故，高等学校における聴覚
障害生徒に対し，通級指導教室の制度化や合理的配慮
の観点を含めた学校全体での支援体制の充実が必要で
あると考える。情報保障のみではなく，様々な場面や
状況に合わせた支援のニーズは存在するが，実際には
実施に向けての体制が不十分であることが多く，実施
に至らないことが多い（下中村，2018）。高等学校に
おける教育的支援の充実に向けて早急に体制を整える
ことや，小・中学校での支援体制をより充実させるこ
とが，小学校に入学した聴覚障害児が高等学校卒業ま
で一貫とした教育的支援を受けることにつながると考
えられる。

５．４　聴覚障害児と聴児のコミュニケーション支援
　聴覚障害児におけるインクルーシブ教育についての
研究を整理した鳥越（2012）は，口話によってコミュ
ニケーションをする聴覚障害児であっても，聴児との
会話はごく簡単かつ形式的なものになりがちであり，
聴児と聴覚障害児との間のコミュニケーションの困難
さを指摘している。また，通常学級における教師によ
る教育的支援の検討と比較すると，聴児とのコミュニ
ケーションに関する検討は少ない。学校生活において
級友とのコミュニケーションは，聴覚障害児の学校生
活をより豊かにし，学習面，生活面での充実にもつな
がる。それ故，子ども間でのコミュニケーション支援
についての検討が必要であると考える。
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通常学校で学ぶ聴覚障害児への教育的支援

―― 今後の研究課題に関する文献的考察 ――

Educational Support of Children 
with Hearing Impairments in Regular School:

A Review

幸　田　美　花＊1・澤　　　隆　史＊2

Mika KODA and Takashi SAWA

発達障害学分野

Abstract

	 This article reviewed the current issues concerning educational support for children with hearing impairments in regular 

school. As the number of children with hearing impairments enrolled in regular school have increased, increasing needs for 

fulfilling educational support. However, in many regular schools, problems such as learning environment and 

communication to peer of hearing children are indicated. In association with the development of inclusive education, 

transition on educational or social system and so on, it is also suggested that children’s attitude about choosing a school, 

contents of support, consciousness of parents about educational support have been changing. On the basis of these problems, 

we discussed future research subjects of educational support for children with hearing impairments in regular school.

Keywords: children with hearing impairments, regular school, educational support
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要旨:　本研究では、通常学校に在籍する聴覚障害児への教育的支援に関する近年の研究を展望した。通常学
校に在籍する聴覚障害児の増加に伴い、充実した教育的支援に対するニーズが高まる一方で、通常学校での学
習環境や聴児とのコミュニケーションの面において課題が指摘されつつある。また、インクルーシブ教育の発
展をはじめとした教育・社会制度の移行などに伴い、聴覚障害児における学校選択や、合理的配慮の考え方に
基づく支援の在り方、教育的支援に対する保護者の意識など新たな問題も生じている。これらの現状を踏まえ
て、通常学校で学ぶ聴覚障害児への教育的支援に関する今後の研究課題について考察した。

キーワード: 聴覚障害児、通常学校、教育的支援

－ 447 －

東 京 学 芸 大 学 紀 要　総合教育科学系Ⅰ　第70集（2019）


